
武蔵丘短期大学

【学校目標（スローガン）】

【優先課題】 【全体総括】

【各戦略領域における活動概略】
※ 達成度は ◎ ○ △ × の４段階

概　　略
定 性 的 目 標
定 量 的 目 標

経　緯　と　結　果
達成度

※
成　果

向 上 方 策
問 題 点

改 善 方 策

学習到達目標を設定
資格説明の方法検討
教員へ授業を公開

達成度の定量的評価方法完
成
説明可能な冊子や体制づく
り

目標として挙げたものは達成できていないが、コ
ロナ禍で、新たな形で実施（多様なメディアの活
用、ハイブリッド授業等）などできたものがあっ
た。

△

目標達成に向けて早急に
課題に取り組むだけでな
く、決定した内容･方法に
ついて実施・検討する。

目標達成できていない
ものについて、早急に
取り組む必要がある。

従来の学生募集戦略に加え、本学に目を向けていない層へア
ピールを図る。具体的には群馬県や埼玉県内の総合学科を設
置する高等学校、競技スポーツの県大会や関東大会への積極
的アプローチを行い、留学生の獲得についてもリサーチを行
う

群馬県で連携校１校を得、総合学科を
設置する県内高等学校全てを訪問し、
強化部活動の大会プログラムに1つ以
上広告を掲載する。留学生募集の国内
説明会に1回は参加する。

コロナ禍にあっても、埼玉県・群馬県内の高校訪問は果
たし、オンラインOCや動画配信が可能な体制を整えた。
高校体育大会への働きかけや留学生募集については見直
しを迫られて対応した。

△

高校訪問・広報活動を継
続するとともに、動画の
作成・活用を積極的に進
めていく。

学生・生徒目線でのよ
り魅力的なアピールを
図る。

入学前教育冊子作成
課外活動の充実

入学前教育冊子の完成
教科部の指導体制の充実。
外部コーチの採用

入学前教育の冊子を作成することはできなかったが、内
容の一部を見直すことはできた。
強化部のコーチ（サッカー・バレーボール）を採用し、
学生指導の充実を図ることができた。

△

事前・事後で比較し、成
果を検証していく。
多様な支援によるきめ細
かい指導が重要である。

内容を見直し、教育教材作
成・実施方法を検討する。
他の部活動・サークル活動
の満足度の向上を図る。

学生への就職支援サポートを充実させること
で高就職率を維持し、卒業後の離職率の低下
を目指す。

アンケートによる現状把握
と就職支援サポートへの満
足度調査の実施

授業内でのアンケートにより希望進路を確認する
とともに、個別相談・求人票共有・企業紹介など
サポート体制の充実を図った。また、卒業生アン
ケートも実施した。

△

情報共有用のclassroom
を設置し、アンケート調
査を活かした進路支援の
充実を図る。

適切な情報を共有し、卒
業生アンケートに関する
質と量の確保を図る。

新たな高校や、自治体、企業との連携協定を
締結し、学生募集をはじめとして、社会貢献
を進める。

高校２校、自治体、企業各1
件の連携協定の締結を図る

コロナ感染予防対策の徹底を図った中で、可能な連携事
業を継続し、新たな連携協定を模索・実現した。なお、
社会貢献活動の多くは、延期・中止せざるを得なくなっ
た。

△
連携関係の維持・継続
を図り、可能な事業を
行う。

連携事業の持続的発展を
可能にするためにノウハ
ウ等の継承を行う必要が
ある。

学長がリーダーシップを発揮しやすい補佐体
制を確立し、内部質保証及び教育の質保証の
充実を図る。

組織検討委員会を設置する
各種委員会の業務の効率化
を図る

組織検討委員会を設置した（令和2年10月）が、自己点
検・評価委員会でPDCAサイクルの検証を行うと同時に、
実質的には専攻長会議で組織の議論を継続してきた。

△

内部質保証を充実させ、
外部や認証評価の意見に
耳を傾けることが必要で
ある。

適正な定員規模および健
康マネジメント専攻の在
り方について継続審議す
る。

学生募集、教育の充実につながる施設設備の充
実。安全・衛生の確保は当然であるが、受験生に
響くアトラクティブな施設設備を考え、充実して
いく。補助金を利用し教育設備の充実を図る。

学生の満足度をあげる施設
設備の充実

校舎外壁工事の実施、防犯カメラの設置など安全
面の向上を図ると同時に、WiFi環境の整備、多目
的演習室の設置など学生の教育環境の充実を図っ
た。

△

WiFi環境や多目的演習室
を活かした教育をさらに
拡充することが必要であ
る。

アトラクティブな教育機
器・設備など高等教育機
関にふさわしい水準が求
められる。

経常費補助金の一般補助や、特別補助につい
てより一層の確保を図る
寄付金の募集のための組織づくりを進める

一般補助と特別補助につい
て、増額を図る
寄付金募集のための組織を
作る

TJUPは、本学も一幹事校としての役割を果たし、
私立大学等改革総合支援事業（タイプ3）に採択さ
れた。他の外部資金獲得の方向性を模索してき
た。

△

法人事務局ならびに経営
改善計画の外部資金獲得
PTとの連携協力が必要で
ある。

学納金、補助金、寄付金
という3本柱での経営改
善について検討を進めて
いく。

（７）施設設備

（１）教育の充実

（２）学生募集

（３）学生支援

（６）組織･運営体制

産学連携協定1件の締結

（８）財務戦略

コロナ禍にあって、教育活動、社会貢献、学生募集などすべてにおいて影響が生じた。4月は休講、5月は遠隔授業のみ、
6月からは新しい生活様式の指導・遠隔と対面のハイブリッド授業を実施した。公開講座、免許状更新講習、英国アーセ
ナル研修等の社会活動は中止せざるを得なかった。その中で、校舎外壁工事の実施、WiFi環境の整備など、安全面の向
上・教育環境の充実は図ることができた。また、学生支援・就職支援は内外のサポートを継続し、資格取得・就職決定は
高い成果を達成した。TJUPについては、幹事校としての役割を果たし、改革総合支援事業に採択された。学生募集につい
ては、埼玉・群馬の高校訪問、オンラインの駆使など、創意工夫を重ねたが、目標達成には至らなかった。さらに、令和
3年度の認証評価の前に、学長のリーダーシップのもと、自己点検・評価を行い、経営改善・組織改革について検討を重
ねてきている。

定量的目標
の結果

〇学長がリーダーシップを発揮しやすい体制を維持しつつ、内部質保証及び教育の質保証の充実を図る。
〇学生募集については、埼玉県内だけでなく、他県にも募集対策を強化して、学生の確保に努める。
〇学生支援については、きめの細かい教育を充実させ、学生が各種資格を取得し、希望する進路先に進める
ようにサポートを継続する。
〇地域コミュニティのコアとして、本学の地域連携・社会貢献に対する意識を高め、その教育研究機能を継
続していく。特に、大学連携については、TJUPの活動に積極的に参画する。
〇財政基盤の確立については、学生の確保（定員充足率の向上）を前提に、私立大学等経常経費補助金を維
持・確保し、多様な資金の導入（寄付金、科研費）について進めていく。

戦略領域

（４）就職支援

（５）社会貢献･
　　　外部連携

人格を育てる教育、専門知識の習得、社会への貢献を具現化し、教職員・学生が一体となり各人が主体的に
能力を伸ばす教育を展開する。教育内容、教育環境の充実をはかり、将来の発展への土台を確固たるものと
する。



【中期計画に基づく具体的施策】

（１）教育の充実 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

1
各専攻・各学期
における学習到
達目標を設定

各
専
攻

教
務

健康栄養専攻のみ卒
業前に実力認定試験
で学習成果を確認し
ているのみである。
進級に関しては、全
専攻で学習到達目標
が設定されていな
い。達成度の評価方
法もない。

目的：明確な授業展開
学生および教員の共通理
解事項として、各専攻が
各学期における学生の学
習到達目標を設定する。

学生の学習到達目標の達
成度を確認する方法を検
討する。

各専攻におけ
る、各学期ごと
の学習到達目標
完成。

学習到達目標の
達成度を定量的
に測定、評価す
る方法の完成。

0

学習成果の評価方法として、健康栄
養専攻は1年後期の栄養士実力認定
試験ﾌﾟﾚﾃｽﾄと２年生後期の栄養士実
力認定試験、健康ｽﾎﾟｰﾂ専攻、健康ﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻は各専攻で教えたい科目
のGPAで評価を行うことを決定し
た。しかし各学期における専攻ごと
の学習到達目標の設定には至ってい
ない。

△

学習成果の評価について
は、各専攻とも今年度か
ら取り組み始めたことに
より経年比較できないた
め、来年度以降のデータ
と比較し検証する必要が
ある。また実際に運用
し、学生に説明し理解さ
せることが必要になる。

各専攻ごと各学期ごと学習
到達目標を文章化する必要
がある。学習成果の評価に
ついても、学年ごとは見え
ているが、学期ごとまでは
整備されていないため、到
達目標と合わせて整備する
必要がある。また、学外実
習系は2年生での取り組み
となるため、１年次の成果
を測定する必要がある。

△

5
資格説明の方法
検討

教
務

内容についてはハン
ドブックに掲載され
ている。入学オリエ
ンテーションで、資
格説明を各専攻ごと
実施しているが、資
格について十分な説
明はされていない。

目的：資格取得者の増加
本学で取得可能な全ての
資格について、内容や特
徴、取得後の資格を活か
した就職先など分かりや
すく説明できているか検
討する。

全ての教員がいつ
でも説明できる冊
子や体制づくり。

学生が十分理解し
資格取得を目指す
事による、資格取
得者の増加。

0

コロナ禍により、前期オリエンテーションが
classroomでの情報配信となったため、各専攻
において、オリエンテーション資料の一環とし
て、ハンドブック以外に取得可能な資格につい
て簡潔にまとめた資料は作成したが、すべての
教員が資格について、いつでも説明可能な冊子
の作成および体制づくりはできてない。しか
し、資格担当教員を明確にし、資格取得までの
スケジュールや対策講座の有無を学生へ周知す
る体制を整備することはできた。

△

冊子の作成はできていない
が、専攻全体への
classroomを利用した資格
説明を配信することはでき
た。また各資格ごとにクラ
スルームを開設し、その中
で資格取得に関する情報や
対策講座、試験日程の配信
などを行うことができた。

すべての教員が資格につい
ていつでも説明可能な冊子
の作成および資格取得に向
けての体制づくり（担当教
員の明確化なども含む）が
必要である。またカリキュ
ラムが資格取得に影響して
いることも考えられ、資格
取得者を増加させるために
は早急に検討が必要であ
る。

△

9
教員へ授業を公
開

F
D
･
S
D

教
務

一部の科目で実施し
ているが、全学的な
授業公開をおこなっ
ていない。授業につ
いては、各教員に任
せている現状で、閉
鎖的な環境である。

目的：教育の質向上
ピアレビューの精神に基
づき、計画的に授業を公
開し、すべての授業につ
いて質の向上を図る。

後に作成するコ
メントシートの
原案作成。

0

コロナ禍により、授業内容・方法の
変更せざるをえなくなり、従来のよ
うな公開が困難となった。一方、遠
隔授業など新たな授業方法の実施に
伴い、classroomからの授業公開、
コメントの収集など教育の質向上の
ための事業を行った。

事業計画とは大きく異な
るが、教育の質保証に資

することができた。
〇

結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括具 体 的 施 策 計　画　内　容



（２）学生募集 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

12
他県の学生募集
対策

入
試
委
員
会
 
学
生
補
修
対
策
室

埼玉県内では知名度
が上がりつつある
が、通学圏である群
馬県では組織的な広
報活動を行っていな
い。

埼玉県以外の県（群馬県等）
での募集対策強化。連携校の
開拓、校長訪問を行う。県内
にあっては全教員が分担し
て、埼玉県内の総合学科を持
つ高等学校の全てを訪問し、
総合学科卒業生ならではの進
学先としての本短大をアピー
ルする。

群馬県内に高大連
携校を1校は獲得す
る。群馬県からの
進学者を現状より3
名増加させる。県
内では連携協議会
参加校、総合学科
を設置する高等学
校のすべてを訪問
する

交通費
5万円

群馬県の元高等学校長1名を採用
し、群馬県内の高等学校のほとんど
の訪問を果たした。また、県内高等
学校長の集まりに情報誌step99（上
毛版）を作成して配布して知名度を
あげることができた。

10万円 △

本学をご存じない群
馬県内高等学校長に
名前と概要を伝える
ことができた。今後
も訪問や広報活動を
継続する。

連携校を確保し、交通
の便で埼玉県への通学
に困難を感じる点につ
いて、自動車通学やア
パート代が廉価なこと
などをアピールし、太
田市など通学範囲の高
等学校へ働きかける必
要がある。

当学園を周知するための
活動、方法論の展開につ
いて日常的情報交換は必
須。

△

14
高等学校体育大
会への働きかけ

入
試
委
員
会

従来は埼玉県内の高
等学校から依頼が
あった県大会や関東
大会のプログラムに
だけ広告を掲載して
いたが、積極的に多
種目の高体連関係者
に働きかける必要が
ある。

高校総体、高体連、埼玉
県スポーツ協会の関係者
の会議等にうかがい、説
明の機会を得る。大会プ
ログラムへの広告の掲載
する

1万円以下の広告
を10口、2万円以
下の広告を5口。
スポーツ特待生
を各部現状維持

10万円
新型コロナウイルス感染予防対策の
ため、予定していた多くの大会が中
止となり、2件のみ実施した。

2.2万円

大会が開催されな
かったため、機会
がなく成果はほと
んどなかった。

コロナ後の大会開催情
報を入手して大会のプ
ログラム等に広告を掲
載する。その際、ス
ポーツ特待生制度や練
習会の実施、健康生活
奨励生についてアピー
ルする。

15
全国体育系大学
学長会への加盟

入
試
委
員
会

体育系短期大学とし
ての全国的周知の機
会がいままでなかっ
た

一社）全国体育スポーツ
系大学協議会に加盟して
協議会主催の体育スポー
ツ系高等学校研修会で本
学を広報する

加盟を打診し
て、その可能性
を探る

10万円
コロナ感染予防対策のため、会議が
リモートととなり、新規加入の打診
をすることができなかった。

0

新規加入に関する
会議が開催されな
かったため、機会
がなく成果はな
かった。

コロナ後の会議開催
情報を入手して加盟
することのメリット
デメリットを検討す
る。

16 動画作成

入
試
委
員
会

HP、YouTube等に運
動部活動以外の動画
がない

学生や教員が撮影した動
画を順次アップするシス
テムをつくり、入試員会
で許可した動画をアップ
する

ゼミや学内コン
テストで動画を
作成して募り、
良い作品をアッ
プする。

5万円

情報教育担当の新任教員が各専攻の
紹介動画を作成して公開した。学園
広報部と連携して栄美通信社に依頼
して、短期大学紹介と各専攻紹介の
公式動画を作成し、入学希望者が閲
覧できるようにした。

50万円 △

多くの動画を配信す
る体制が整い、受験
希望者や関係者に広
報することができ
た。学生の画像を利
活用することろまで
には至らなかった。

ゼミ活動等を利用し
た学生目線の画像作
成や、より魅力的な
コンテンツの作成を
進める。

アスリートを支える食生
活、栄養バランス、筋力
強化プログラムなど試験
的な期間を設けて実施す
る様子を記録する。未開
拓。

17 リサーチ

入
試
委
員
会

留学生受け入れにつ
いては積極的には取
り組んできていない

留学生の受け入れ態勢を
整え、学生を積極的に受
け入れる

最低1回の留学生
募集説明会への
参加（参加者と
してでも可）

0円（予算
内で）

中国からの留学生受け入れを担当する
エージェントについて検討したが、コ
ロナの影響もあり、来年度は見送るこ
ととした。対面の留学生募集説明会は
開催されなかったため、参加できな
かった。現在健康マネジメントに在籍
する中国人留学生の学習支援に力を入
れ2名の、今後の留学生の指導方法の確
立に取り組んだ。

0円 ×

コロナ禍により外国
人留学生を受け入れ
ることは当面の間困
難であることが予想
され、今後の検討課
題として残った。

理事会で留学生の積
極的な募集活動は時
期尚早であるとさ
れ、この計画は縮小
せざるを得ない。

該当する留学生の母国
語、英語による生活指導
が可能なスタッフを視野
に受け入れ態勢が必要。

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（３）学生支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

20 課外活動の充実

学
生
委
員
会

各強化部は、現状専任
教員1名で対応してい
る。公務で指導にあた
れなかったり、複数の
スタッフが必要な種目
もある。他のクラブで
は、専門性を持った教
員がいないため活動が
停滞している。

強化部の充実及び強化部
以外のクラブ活動の充実
を図る。／強化部の指導
スタッフを充実させ
る。・外部コーチ等の配
置する。強化部以外のク
ラブに専門性をもつ指導
者を外部コーチとして迎
える。

強化部の競技力
向上。競技成績
の向上。強化部
以外のクラブ活
動の活性化。

外部コー
チ採用
分。（現
状外部
コーチ費
用が決
まってい
ないため
未定。

次の強化部に外部コーチを採用し、
学生指導を行った。
・女子サッカー部
・女子バレーボール部
令和2年度は、コロナ禍にあったた
め、公式戦が中止となり大会結果が
出ていないが、練習内容の充実及び
競技力向上につながった。

200万円 △

指導者が、専任教員
だけでなく、外部
コーチがいることで
きめ細かい指導が行
えた。多くの部員に
目が届いたため、学
生の満足度が上がっ
た。

令和3年度より女子ﾊﾞｽｹｯ
ﾄﾎﾞｰﾙ部のコーチ採用を
行う。しかし、多くの種
目がある陸上競技部に於
いても採用の要望が出て
いる。また、強化部以外
のサークル（文化部含
む）においても学生の満
足度を上げるためには必
要である。

文化部についてはこれま
での経緯からは継続可能
な人員確保のクラブの設
定を見直し始動を再構築
する。

△

26
入学前教育冊子
作成

各
専
攻

教
務

入学前教育は、入試
委員会が担当し努力
している。入学前の
人間関係づくりが出
来ているが、入学後
の学習との関連につ
いて量・質とも不足
している。

目的：１年前期授業の勉
学意欲向上とスムーズな
選択
各専攻に必要な、高等学
校までに学習し理解が必
要な基礎知識を身につけ
るための冊子内容を精査
する。

入学前教育冊子
の完成。

0

委員会で内容を精査し、内容を刷新
した。ただし、これまでやっていた
内容であり、冊子を作成するところ
までは到達していない。

△

入学前教育の成果につ
いての検証は実施でき
ていないため，今後は
事前・事後との比較が
できるような取り組み
を行うことが更なる改
善につながると考えら
れる．

各専攻の授業内容に
踏み込んだ内容を取
り入れ，一定レベル
（大学の授業につい
ていける程度）の学
力が習得できるよう
な内容及び方法を検
討する。

コロナ禍で達成が不可能
であった。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（４）就職支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

29 個別面談
担
任

これまでもクラス担
任による個別面談を
実施してきたが，進
路に関する希望につ
いて，SS課と情報共
有できていないこと
がある．

各学生の進路希望を確
認・共有することで，学
内全体で進路サポートが
可能となる．そのため担
任による個別面談を継続
して実施し，資格取得等
についてアドバイスを行
う．また確認した事項を
SS課も共有する．

現在，情報を共
有する方法が決
まっていないた
め，まずより良
い方法を構築す
ることを目標と
する．

0

個人面談は、コロナ禍のため、例年
より実施が困難だったため、SS課と
クラス担任との連携はうまく取れて
いない。情報共有手段として進路支
援のclassroomを立ち上げることが
できた。

△

情報共有用
classroomの設置、
担任による個別面談
の実施ができた。

情報共有用
classroomの設置に
留まり、具体的な情
報共有システムの構
築ができていないた
め、これから検討し
ていく必要がある。

実行可能な更なる情報共
有の具体的な施策を至急
検討。

△

30
就職に対する意
識付け

進
路
支
援
委
員

「社会環境とキャリ
ア」は1年後期の授
業であるが，学生に
よって就職に対する
意識にかなり差があ
る．

授業をきっかけに，就職
について考える時間を作
り，将来の方向を考える
きっかけにする．最終授
業時にアンケートを実施
し，授業を通して就職に
対する意識付けができた
か確認する．

アンケートを実
施するのは初年
度であるため，
まずは現状を把
握することを目
標とする．

0

「社会環境とキャリア」の授業中間
と授業最後にアンケートを実施し
た。学生の進路の希望進路を確認し
た。

○

「社会環境とキャリ
ア」内でのアンケー
ト実施を授業途中、
授業終了時に実施で
き、現状把握ができ
た。

「社会環境とキャリ
ア」内でのアンケー
ト実施を授業初回で
実施できなかった。
来年度は授業初回、
終了回での実施で意
識変化と就職に対す
る意識を持たせる。

学びと社会貢献、自らの
人生におけるモチベー
ションを探索する機会の
プログラム。

○

31
編入学・進学・
公務員希望者へ
の説明会の実施

進
路
支
援
委
員

編入学・進学希望者
と公務員希望者に対
して，説明会を実施
している．

編入学・進学試験，及び
公務員試験に必要な準備
を理解させる．説明会で
は試験方法・内容だけで
はなく，短期大学での勉
強の重要性も説明し，早
い時期から準備するよう
指導する．

全専攻1年生の希
望者を対象に，
11〜12月に編入
学・進学と公務
員の各1回実施す
ることを目標と
する．

0
編入学・進学試験、および公務員試
験の説明会を各1回実施した。

○

編入学・進学試験、
および公務員試験の
説明会を各1回実施
したが、開催時期と
学内でのサポート体
制の見直し、説明会
の内容を学生の要望
に応えるように改善
する必要がある。

自らの人生のモチベー
ション

○

32 企業との面談
S
S
課

紹介できる地元企業
が少ない．

企業の開拓を視野に入
れ，企業交流会へ積極的
に参加し，求人紹介でき
る企業を増やす

県内での企業交
流会への3回の参
加を目標とす
る．

交通費
10,000円
程度

コロナ禍で企業開拓が難しかった
が、県内の企業交流会への参加は3
回以上できた。TJUPのコンソシアム
に参加し、セキ薬局のワンデイ体験
に参加し、就職内定に結び付いた。

◎

TJUPのコンソシアム
に参加し、セキ薬局
のワンデイ体験に参
加し、就職内定に結
び付いた。

紹介できる地元企業
をさらに増やすよう
に積極的に教職員も
活動も必要である。

地元の範囲設定を見直し
稼働領域を広げる。

◎

33 求人票の共有

担
任
・
S
S
課

食堂・事務局・就職
相談室に求人票を配
置しているが，どの
ような求人がきてい
るか確認するのは各
担任に任されてい
る．

よりよい学生支援ができ
るようにするため，SS課
だけでなく，担任も短大
にどのような求人が来て
いるか確認できるよう，
今年度はドロップボック
スを利用し，求人一覧が
確認できるようにする．

クラス担任，ゼ
ミ担当教員に求
人一覧の情報を
学生へ伝えるよ
う依頼し，学生
の反応等を確認
することを目標
とする．

0

ドロップボックスを利用し、求人一
覧の確認する予定だったが、
classroomを活用し、クラス担任、
学生などに情報発信した。

△

classroomを活用
し、早くにクラス担
任、学生と情報共有
ができた。

一部の学生が
classroomを活用で
きない、知らなかっ
たので、アクセスの
メリットを伝え、全
ての学生が活用でき
るようにする。

情報共有の方法確認。 △

34
就職活動準備の
サポート

担
任
・
進
路
支
援
委
員
・
S
S
課

履歴書，面接指導な
どを学生に合わせて
実施しているが，中
には全く指導を受け
ず就職活動を進める
学生もいる．

より学生に合わせたサ
ポートができるよう，履
歴書，面接指導を行った
教員，職員が連絡を密に
取り，学生の就活状況に
合わせたサポートができ
るようにしていく．

進路決定届提出
時にアンケート
を実施し，就職
活動準備のサ
ポートに対する
満足度を調査す
ることを目標と
する．

0

進路決定届提出時にアンケートを実
施し、就職活動準備のサポートに対
する満足度を調査することができな
かった。

×

進路決定届提出時に
アンケートを実施
し、就職活動準備の
サポートに対する満
足度を調査する。

アンケートの実施方法、
タイミング、所、方法論
の再構築。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括

35
卒業後の離職状
況の把握

S
S
課

これまでもハロー
ワークと連携し「職
場定着状況アンケー
ト」を実施している
が，返信が少なく状
況が把握し切れてい
ない．

卒業生の現状を把握する
ため今年度もハローワー
クと連携し「職場定着状
況アンケート」を実施す
る．

ハローワークと
連携し実施して
おり，今年度も
同様に実施する
ことを目標とす
る．

0
ハローワークと連携し実施してお
り、今年度も同様に実施した。

○

ハローワークと連携
し「職場定着状況ア
ンケート」を実施だ
けでは、返信数が少
なく把握しきれな
い。短大でも企業や
卒業生アンケートを
実施し、状況把握に
努める。

ハローワークとの連携は
必須となるため常に情報
交流を心がける。

○

36
卒業生へのサ
ポート

S
S
課

卒業生に対しても必
要に応じて就職活動
のサポートを行う準
備は整えているが，
サポート体制がある
ことを知られていな
い．

卒業生に対して必要に応
じて就職活動のサポート
を行っていることを周知
するため，卒業後に実施
するアンケート等で案内
をし，来学した卒業生の
就職活動のサポートがで
きるようにしていく．

まずは卒業後の
アンケートで卒
業生サポートに
ついて案内を
し，対応可能で
あることを周知
することを目標
とする．

0
卒業後のアンケートを実施したが、
実施時期が変更となり、卒業後のサ
ポートの案内もできなかった。

△

コロナ禍でアンケー
ト実施が遅れ、回答
率も低かったので、
卒業アルバム発送時
に送り、卒業後の就
職サポートの案内を
する。

卒業後サポートは重要な
強みとなり継続と情報の
周知を徹底する。

△

37
卒業後の状況の
把握

S
S
課

これまではハロー
ワークで実施するア
ンケートのみで，現
状が把握し切れてい
ない．

継続年数や早期離職等の
現状を把握するために，
本学独自で卒業後にアン
ケートを実施する．実施
する時期としては卒業ア
ルバム発送時を予定．

できるだけ回答
しやすいアン
ケート方法を検
討し，現状把握
するためにも返
答率20%を目標と
する．

0
本学独自で卒業後にアンケートを実
施したが、コロナ禍で実施時期が遅
れた。返答率も13.1%と低かった。

△

本学独自で卒業後に
アンケートをGoogle
のformを活用し、ア
ンケートを実施する
ことができた。

返答率をあげるた
め、卒業アルバムと
同時期に実施する。

アンケートは学園と在校
生、後輩にとって大切な
資料、アドバイスとなる
ことを周知する。

△



（５）社会貢献・外部連携 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

38
新たな高大連携
高校の締結

地
域
連
携
・
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

平成24年～令和元年
までの高大連携協定
締結校7校

学生募集に大きく寄与す
る高大連携事業の拡大の
ため新たな高等学校との
協定締結を目指す。

高大連携協定締
結校2校

高等学校など教育機関との連携協定
締結については、昨年度まで県内公
私立高等学校７校と締結している
が、コロナ禍の影響もあり、新たな
連携協定締結は実現できなかった。

×

コロナ禍の中にあっ
て、新たな連携校確
保は厳しいと思われ
る。

連携校確保は学生募
集にも直結するため
連携に前向きな高等
学校を県内に限らず
調査・把握し、積極
的な働きかけを実施
する。

×

39
高大連携協定校
との新規連携事
業の実施

地
域
連
携
・
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

令和元年度、高大連
携協定校における講
師派遣事業３件

本学の教育内容及び教職
員の教育的特色を積極的
に広報し、教職員の出張
講義等を含む講師派遣事
業を広く実施する。

高大連携協定校
への講師派遣５
回以上

すでに協定を締結している高等学校
とは、年度後半の７月以降、感染防
止対策を十分に講じた上で講師派遣
事業として９件実施できた。

◎

高校・短大双方にお
いて、コロナ感染予
防対策を十分に講じ
たことが、年度後半
の講師派遣につな
がった。

学校によっては外部
講師を全く受け入れ
ないところもある。
コロナ感染状況次第
であろう。

◎

40
協定校以外の高
校への連携事業
の拡大

地
域
連
携
・
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

令和元年度、高大連
携協定校以外の高等
学校への講師派遣、
PTA等の研修受入れ
２件

本学の教育内容及び教職
員の教育的特色を積極的
に広報し、教職員の出張
講義等を含む講師派遣事
業を広く実施する。ま
た、生徒・教職員・PTA等
の講義、研修等の受入れ
を積極的に推進する。

高大連携協定校
以外の高等学校
への講師派遣３
回以上、本学で
の研修等の受入
れ２件以上

高大連携協定校以外の高等学校への
講師派遣は３回実施できた。

△

コロナ禍の中にあっ
て、講師派遣は双方
にとって厳しい状
況。

学校によっては外部
講師を全く受け入れ
ないところもある。
コロナ感染状況次第
であろう。

△

41
新たな連携協定
自治体の確保

地
域
連
携
・
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

平成２０年～令和元
年までの近隣市町村
等との包括連携協定
締結８件

新たな連携協定自治体、
民間企業の確保

新たな自治体及
び企業との協定
締結２件以上

連携協定締結に関しては、令和３年
２月に、１件の産学協同の締結（㈱
鳩山カントリークラブ、㈱カゴハラ
ゴルフと学校法人後藤学園武蔵丘短
期大学のJGMCプロジェクト推進に係
る基本協定締結）が実現できた。

〇

ゴルフに特化した産
学連携は、全国に大
きな反響を呼んだ。
今や注目の的となっ
ている。連携の成果
が問われる。

㈱鳩山カントリーク
ラブの代表者の変更
もあり、事前の連
絡・協議をより入念
に実施していく必要
有り。

○

42
協定締結外市町
村への事業提供

地
域
連
携
・
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

近隣市町村との包括
連携協定に基づく事
業内容の集約、広報
なし

現協定締結自治体との事
業内容を集約、一覧資料
等を作成し、積極的な広
報活動を展開する。

事業内容を集約
した広報資料の
作成

令和２年１０月、寄居町にて「ノル
ディックウォーキング講習」を２回
実施した。

△

自治体もコロナ感染
の危険性には敏感な
ため、事業提供は厳
しかった。

自治体によっては外
部講師によるイベン
トをすべてキャンセ
ルしている。コロナ
感染状況を見極めて
の活動になると思わ
れる。

△

43
各種連携事業へ
の学生参加の実
現

地
域
連
携
・
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

近隣市町村との連携
事業における学生参
加については個々に
対応

学内において協定締結自
治体との事業内容を学生
に周知、事業参加への勧
誘を強化する。

協定締結自治体
との事業への参
加学生数述べ２
００人

コロナ禍の影響が大きく、各種連携
事業に学生を参加させることは極力
控えたため、参加目標人数の達成は
できなかった。

×
学生参加の方向性は
コロナ禍にあって今
後も厳しい。

自治体との事業への
学生参加は、双方に
おいて感染予防対策
を十分に講じていか
なくては実施は当面
不可能である。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括
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44
関係他大学との
共同公開講座の
実施

地
域
連
携
・
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

令和元年度までの他
大学との共同公開講
座の開催１件

ＴＪＵＰ関係他大学との
連携を図りつつ、本学の
特色を生かした公開講座
を開講

公開講座開講数
３回

新型コロナウィルスの感染拡大の影
響を受け、共同の公開講座について
は、検討はしたものの実施はできな
かった。

ＴＪＵＰ関係他大学
との連携を維持・継
続し、コロナ感染や
社会状況が落ち着い
た段階で実施できる
ように準備をしてお
く。

具体的な内容の構想
については可能性の
ある複数案を検討し
ておく。または、
Web等を活用した方
法を検討しておく。

45
地域における教
育支援活動への
学生の派遣実施

地
域
連
携
・
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

令和元年度までの地
域における教育支援
活動への学生の参加
なし

ＴＪＵＰを含めた地域に
おける教育支援活動の概
要を学内広報し、学生の
参加を積極的に募る。

地域における教
育支援活動への
学生参加数述べ
２００人

TJUP事業・吉見町かけっこ教室には
学生7名（9月13日：3名、10月18
日：4名）（教職員9月13日：3名、
10月18日：4名）の学生が参加し
た。

ＴＪＵＰ関係他大学
との連携を維持・継
続し、ココロナ禍に
あっても可能な事業
から、感染予防対策
を徹底した上での学
生派遣を検討してい
く。

地域の教育的ニーズ
を把握しておき、本
学学生が参加可能な
教育支援活動を準備
しておく。



（６）組織・運営体制 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階
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46 教職員研修

Ｆ
Ｄ
・
Ｓ
Ｄ
委
員
会

令和元年度はアクティ
ブラーニングや自己点
検評価等タイムリーな
テーマについての研修
会を開催した。学園が
サステナブルな発展を
遂げるためには、立ち
止まることは許されな
い。

令和2年度もなるべく早
い時期にアンケートを実
施し、タイムリーな課題
を選定して、研修会を企
画・運営していく。

研修会修了後に満足
度、改善点について
のアンケートを実施
し、満足度に関して
は満足、やや満足を
合わせて、90%以上
を目標とする。改善
点については内容を
委員会で精査し、次
年度に反映してい
く。

講師謝金
15,000円
学外者旅
費10,000
円

新型コロナウィルス感染拡大防止対
策の一環として、対面授業から遠隔
授業へ切り替えた教育を実施した。
Googleのclassroomの活用方法、
Zoomの利用方法などの研修を実施し
た、またハラスメント防止の研修も
行った。

０円 〇

多様なメディアに対
する理解を深め、具
体的な例を扱って、
ノウハウの共有およ
びスキル向上を図
る。ハラスメント防
止については、グ
ループワークなどを
継続させる。

全体的な研修とあわ
せて、個々のニーズ
に応える内容を実施
する。

各研修の情報が活かされ
るには至っていない。

○

47
委員会の業務の
見直しや統廃合
についての検討

教
授
会

各委員会で行ってい
る業務を確認し、見
直すことにより業務
の効率化を図る。

学校行事と業務を再確認
し、内容を精査し、効率
化を図る。

各委員会の業務
内容を精査し、
効率化に向けて
検討し、委員会
の合理化を図る

様々なニーズに対応して委員会を増
設してきた経緯があるが、基本とな
る委員会を軸に整理を検討してい
る。自己点検・評価の上で、検討を
継続中である

△

エッセンシャルな委
員会を軸に、その他
はワーキンググルー
プなど、実質的な担
当組織とする。

自己点検・評価を行
い、PDCAサイクルか
ら検討する。

　　　検討中 △

48

健康マネジメン
ト専攻の今後の
方針と定員につ
いての検討

（

組
織
検
討
委
員
会
）

健康マネジメント専
攻について、定員充
足率の低迷に伴う今
後の方針を検討する

組織検討委員会を立ち上
げ、定員充足率の向上に
向けた方策を検討する

組織検討委員会
を立ち上げ定員
充足率の向上の
方策を決定す
る。

0

組織検討委員会は令和2年10月に設
置されたが、実質的は、自己点検・
評価を行った上で、専攻長会議等で
検討してきている。

△

理事会と教授会の連
携、経営改善計画検
討委員会およびプロ
ジェクトチーム（若
手の意見の吸い上げ
含む）との連携、連
絡調整会議等の活用
を図る。

時代的・社会的ニー
ズに応え、必要とさ
れる高等教育機関を
実現し、適正な定員
規模で運営する。
来年度は健康マネジ
メント専攻の広報活
動をより強化する。

マネジメント専攻の総括
がされていない。内容、
教科についてはこれから
PTに於いて精査する。

△

49
学長のリーダー
シップと教職員
組織の充実

（

組
織
検
討
委
員
会
）

新学長の下、組織の
再編成と充実を図る
必要がある。

新学長のもと、新体制と
して副学長の複数化を実
現する。各委員会の長に
ついては、体制の混乱を
避けるために前年度と同
メンバーで組織する。

副学長の複数化
と権限委譲を図
る。
多様な学生（留
学生、社会人、
障害者等）を支
援する制度を整
備する。

0

理事長が学長を兼ねていることか
ら、副学長・専攻長が学長を補佐す
る体制を構築し、専攻長会議の充実
を図ってきた。従来の方法を継承
し、学長指名により、各種委員会の
委員長（室長）を決定した。

△

多くの教職員の意見
を吸い上げることも
考慮し、各専攻会議
の内容（議事録等）
を学長に報告する。

学長命としても、諸
事情がある場合は、
相談に応じる体制を
整備した。

新たな試みが多岐に及ぶ
可能性も含めて経営ヴィ
ジョン方針の加速化が必
須。

△

50
教員の教育面の
評価制度の導入

（

組
織
検
討
委
員
会
）

教育面で優れた教員
を評価する制度の導
入と、評価に基づく
処遇改善を図る。

学長のリーダシップの
下、組織検討委員会で、
教育面での優れた教員を
評価する制度の導入や、
評価方法について検討す
る。

検討結果を公表
して教職員に周
知する。

0
組織検討委員会は設置されたが、実
質的には、まずは専攻長会議等で検
討する方針が出されている。

×

実質的には未整備。短大
の人事考課は未着手な状
況。早急に作成し経営改
善計画に追随。

×

51
自己点検、評価
の充実

自
己
点
検
・
評
価
委
員
会

内部質保証の確立に
ついて課題がある。
各専攻ごとに3つの
ポリシーを再確認
し、より適切なポリ
シーを再定義する。

自己点検・評価をＰＤＣ
Ａに基づいて適切に実施
する。各専攻ごとに3つの
ポリシーを再確認し、現
状と照らし合わせ、必要
に応じて修正を行う。

内部質保証が確
立されている。
3つのポリシーの
検討結果を公表
し、周知徹底す
る。

0

令和3年度に認証評価を受ける準備
を行ってきた。自己点検・評価委員
会で検討し、内部質保証の重要性は
共有認識してきている。健康マネジ
メント専攻のポリシーについては継
続審議中である。

△

自己点検・評価を継
続していくが、同時
に、外部やステーク
ホルダーの意見も聴
取する必要がある。

自己点検・評価にお
ける改善点、認証評
価における指摘事項
を確認し、即改善に
結びつけていく。

到達目標を設定すること
が急務。

△

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括
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52
施設・設備の点
検

総
務
課
・
全
学

学内の安全・衛生の
確保を目的として、
設備施設の点検は総
務課を中心として
行っている。しか
し、その内容が全学
的に共有・議論され
る機会は少なかっ
た。

施設設備の、速やかかつ
効率的な改善を目的とし
て、点検の充実を行い、
解決のための方法・手段
を検討する。

安全・衛生の確
保のためになす
べきこと（どの
懸案をどのよう
な手段で）を明
確にする。

なし

エアコン、冷蔵庫、トレーニングマ
シーンは専門業者へ定期点検を委託
しており、冷蔵庫等の点検報告書を
毎年栄養専攻長へ渡している。ト
レーニングルームのマシーンが老朽
化により故障が目立っていたが、同
窓会より現物寄付を受けることが出
来た。

610千円 △
点検の報告から修
繕・入替えの改善計
画を立てている。

図書館エアコンの排
水管から漏水が発生
しているため、夏季
前までに原因を追究
し、対策工事を実施
する予定である。

53 優先順位の検討

総
務
課
・
予
算
施
設
機
器
委
員
会

これまでも、重要度
に合わせ対応を行っ
てきた。経費をこれ
まで以上に効率的に
執行するための検討
を組織的に進めるこ
とができるようにす
ることが課題であ
る。

本学の施設・設備を保全
することを目的とし、施
設設備不備一覧の優先順
位をもとに執行順位を決
める。

安全・衛生面は
必須の確保事項
であり危険・不
衛生を生じな
い、即刻解決が
必要である。

事案に合
わせて検
討

20201031現在の施設設備不備一覧の
優先順位No.1～No.6及びNo.9、10、
22に関しては修繕工事や機器備品の
入れ替えを実施することが出来た。

0円 △

長年の課題であった
校舎外壁工事や学内
Wi-Fi工事など、優
先順位の高いものか
ら執行することが出
来た。また、授業に
有益になる機器の購
入も行った。

サンヨー製エアコ
ン、冷蔵庫などフロ
ンガス規制法に遵守
可能な機器の入替え
が必要となる。

54 学内環境の整備
総
務
課

総務課を中心とし
て、建物、設備・施
設を点検している。
将来を見越した、効
率的な意思決定が課
題である。

学内の照明、空調などの
キャンパスライフの環境
を点検整備する。

良好な学生生活
のための環境整
備の維持。

事案に合
わせて検
討

コロナ禍で分散授業を実施するため
調理実習室2のエアコン入替工事と
給湯器入替工事を行った。照明につ
いては故障した箇所からＬＥＤ照明
に変更している。

1,508千
円

△

調理実習においては
コロナ禍の分散授業
の環境を整えること
が出来た。

1月にグラウンドト
イレが凍結で破裂し
漏水が発生した。今
後も気象状況に注意
し予防処置を行う必
要がある。

55
学生アメニティ
の充実

S
S
課

学生募集のために必
要なものであるが、
その充実には至って
いないのが現状であ
る。

学生、オープンキャンパ
スの参加者等に好印象を
与えて学生確保につなげ
るための方策を考える。

入学を勧めた
い、入学したい
気持ちを高め
る。

本年度は
なし

56 教育環境の充実

教
員
・
教
務
課

開学以降のICTの発
達に、本学の教育環
境が取り残されてい
る部分が見受けられ
る。これの計画的・
効率的な解決が課題
である。

教育環境に関わる設備・
機器の現状を分析し、充
実計画を立てる。

高等教育機関に
ふさわしい教育
水準の維持。

本年度な
し

57
学生生活環境充
実の実行

総
務
課

学園全体の、施設設
備不備事項一覧に基
づき整備を進める
が、平常からの点検
整備計画を進める必
要がある。

総合的な重要度・効果を
考慮し、予算計画･実行す
る。　　短大建物：外壁
防水工事

学生生活環境の
向上・維持

外壁防水
工事
約7535万
円
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中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括

58
専門性の高い教
育・研究機器の
充実

各
教
員
・
各
専
攻

開学時点では最新の
設備・機器を備えて
いたが、老朽化に伴
う更新がなされてい
ない。

本学のディプロマ、カリ
キュラムポリシーに合っ
た高等教育機関とし適切
な教育の実施。

高等教育機関に
ふさわしい教育
水準の維持。

3500～
4000万円



（８）財務基盤 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階
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コメント
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※

61
私立大学等経常
費補助金特別補
助の獲得

T
J
U
P
対
応
委
員
会

特別補助の申請に本
学の立地条件などで
該当から外れること
が多い。対象となる
特別補助の申請に焦
点を当てる。

TJUP活動における改革総
合支援特別補助を獲得す
る

特別補助の増
額。

0

幹事校として積極的に活動に参加
し、申請時の加点において、他大学
と比較し高得点であった。結果、改
革総合支援事業の補助金額約900万
円を獲得することが出来た。

0円 △

増減率の関係もある
が昨年度より約100
万円の増額となっ
た。

令和3年度よりＴＪ
ＵＰの幹事校を交替
するが、積極的に活
動に参加する。

○

62
教室、グラウン
ド等の貸出し

総
務
課

教室の貸し出しなど
専門学校と比較し少
ない。

教室やグラウンドを積極
的に貸し出し使用料を得
る

施設使用料の増
額。

0
今年度はコロナ禍により教室の貸出
しを制限したため、会場提供の実績
を上げることが出来なかった。

0円
試験会場などの問い
合わせは多くなって
いる。

コロナ感染が鎮静化
したら積極的に貸出
しを行う。

63
私立大学等経常
費補助金一般補
助の獲得

総
務
課

Ｃ区分は教育研究経
費／学生納付金が算
定根拠となるため、
▲10％にならないよ
うに注視する。

予算額を計画的に執行
し、Ｃ区分の教研費支出
の割合に注意し▲5％を維
持する。

▲5％の維持。 0

令和元年度は前年度と比較し学生納
付金が5千万円減額したため、支出
割合が41％となり、令和2年度のＣ
区分の増減率が＋5％となった。

0円 ○

一般補助のＡＢＣ区
分の増減率は令和元
年度▲45％に対し、
令和2年度▲31％と
なった。

本来であれば学生納
付金の大幅な減額は
好ましくないため、
収支バランスが取れ
ることが望ましい。

64
武蔵丘短期大学
の予算編成にお
いて

予
算
・
施
設
機
器
委
員
会

短大は予算申請段階
で収支超過のため、
適切な運営を行う。

ヒアリングを行い、授業
や行事等の申請内容にも
踏み込んだ精査を行い、
見直しを行う。

収支超過予算の
改善及び予算申
請の減額。

0

65

キャッシュフ
ローの年次報
告、他大学との
比較

総
務
課

短大では、財務状況
を報告するような機
会が無いので、全教
職員が現状を把握
し、理解を得る。

毎年度赤字状況が続いて
いるため、教授会等で報
告を行う。他大学と財務
状況を比較し、経費削減
を促す。

教授会等での報
告。

0
令和2年度は財務状況などの把握に
努めた。令和3年度に向けて現況を
把握し報告を行う。

0円 ×
令和3年度は実施出
来るように資料収集
を行う。

短大全教職員が現状
を把握するために説
明が必要となる。

次年度に達成する ×

66
学内奨学金制度
運用の検証

入
試
委
員
会

学生募集が年々厳し
くなり、その戦略と
して各種の奨学金制
度を運用した。その
結果、入学生は増加
したものの奨学金予
算額も増加にある。

学生数の増加と学生納付
金や国の補助金とがどれ
程の費用対効果があるの
かを検証する。

最大効果が得ら
れる学生数と奨
学金額を決定す
る。

0
学生たちが高等教育の修学支援新制
度を十分に活用できるように、健康
生活奨励生制度の改正を行った。

△

本学の奨学金制度の
運用において、高等
学校側および学生・
保護者に丁寧に説明
をする。

経営と学生支援の両
立を図る。

△
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67
寄付金募集のた
めの組織づくり

短
大
事
務
局

短大は外部からの獲
得資金が少ない。寄
付金などを募るた
め、運用などの組織
が必要。

学内外へ制度の周知や募
集方法、会計責任者の決
定など組織づくりや予算
編成を計画する。

組織づくりと担
当者の決定。

0
法人事務局ならびに経営改善計画で
設置される外部資金獲得プロジェク
トチームと連携して進めていく。



【その他の取り組み】 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

領
域

区
分 取り組み名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容 達成基準
（行動目標含む）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

社
会
貢
献
･
外
部
連
携

特
色
事
業

教員免許状更新
講習

教員免許状更新講
習の実施は、夏休
みの空き教室の有
効活用と、近隣教
員への本学のPRを
兼ねる効果があ
る。

夏季休業中に、教員免許
所持者に免許更新の講習
会を実施する。その際、
本学教職員と講習者との
交流を図る。

120名の講習者を
募集し、360万円
の収入増を図
る。

149万円

新型コロナウィルス感染拡大防止の
ため、実技やグループワークを強み
とする本学の講習は中止することと
した。

学
生
支
援

特
色
事
業

女子サッカー部
アーセナル（英
国）研修

アーセナル女子
サッカー（英国）
との交流を経て、
選手の技術、意識
の向上が見られ
る。

アーセナル女子サッカー
（英国）との交流を経
て、選手の技術、意識の
向上を図る。

アーセナル女子
サッカー（英
国）との交流会
の実施

716万円
世界的なコロナ感染拡大の影響を受
け、社会的な要請からも、中止せざ
るを得なかった。

学
生
募
集

高
額
事
業

健康生活奨励生
等奨学金制度

健康生活奨励生等
奨学金制度の拡充
により学生募集に
効果が現れた。

健康生活奨励生等奨学金
の対象者の拡充により、
前年度の入学者を大幅に
上回ることができた。今
年度も前年度と同様に制
度を活用して学生募集の
拡大を図る。

募集目標人数を
180名とする

うち健康生活奨
励生は50名程度

5577万円

昨年度の効果から、今年度も同様に
実施したが、コロナ禍にあって、高
等学校側へのアピールも拡大には至
らなかった。

5945万円 △

学生たちが高等教育
の修学支援新制度を
十分に活用できるよ
うに、健康生活奨励
生制度の改正を行
う。

経営と学生支援の両
立を図る。

△

具体的な取り組み 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括
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